チャランケ通信　第74号　2014年8月11日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

台風の当たり年なのか、甲子園の高校野球が2日刊も順延とは
台風の当たり年なのだろうか、今年の天候はなかなか安定せず、9日から始まる予定だった甲子園での高校野球全国大会も、早々と2日間順延し、11日から始まることになってしまった。それだけ、高校生たちの滞在費用も嵩むわけで、台所をやりくりする方たちの苦労も大変に違いない。選手たちも体調の管理にも万全を尽くして、全力で戦ってほしいものだ。
それにしても、またまた「山の日」という休日が8月11日に設定され、2016年から実施されるとのこと、一体どれだけ祝祭日を増やせば気が済むのだろうか。それだけ、総労働時間の減少を招き、経済への影響も大きい。政府は、成長志向を目指していると言っておきながら、それとは逆行する動きにはちょっと如何なものかと思わざるを得ない。もっとも、毎日が休日の年金生活者の繰り言と受け止められるのがオチなのかもしれない。
藤井裕久元財務大臣の証言、国民福祉税の背後を知りたいものだ
　先週の月曜日の朝日新聞の朝刊には、連載シリーズ「(証言そのとき)消費増税の道:3　:増税会見、こりゃいかん 藤井裕久さん」が掲載されていた。まだまだ連載が続くものなので、シリーズが完結した後でいろいろと感想を述べてみたいと思ったのだが、1993年8月、非自民７党１会派による細川政権が誕生し、翌年２月の国民福祉税問題が起きたことに触れられていた。もう20年以上前の出来事である。この件に関して、大蔵省の斎藤次官と小沢一郎新生党幹事長による出来レースだったと言われているのだが、次の藤井元財務大臣の発言に注目させられた。
　　「『国民福祉税』は、小沢さんが連立各党の幹事長に事前に了承を取っていたというのも本当だったんでしょう。でも、みんな逃げちゃった。他党の幹事長たちは、財政や舞台裏のことをよくわかっていなかったし、口では『いいでしょう』といっていたが、世論の反発が強いので態度を変えたのだと思います。」

　藤井財務大臣自身は、アメリカとの経済摩擦関係に忙殺されていたため、斉藤事務次官に対して、「国内は頼む」と言って小沢一郎と相談するよう指示し、任せていたという。増税に勝る政治案件はないと思うのだが、その当時の日米経済摩擦の深刻さは、当事者でなければ理解できないほどの厳しさだったのだろうか。そうした中でのクリントン・細川会談での決裂に、官僚の皆さん方が喝采の拍手を送ったと言われたことが今は懐かしい。
　細川政権から村山政権へ、社会党は消費税の引き上げに賛成したのは何故なのか
さて、なぜこの発言に注目したのか、それは、その後の村山自社さ連立政権の時代になって、消費税の引き上げが連立与党の税制改革協議会の場で論議されることになる。そのメンバーの一人として小生も参加するわけなのだが、当時の社会党の中では消費税に対するアレルギーがまことに強く、小生などが与党税制協議会に参加をして決めてきても、跳ね返されそうな雰囲気が充満していた。それでも、何とか社会党内の了解を取ることができたのだが、その時の書記長が久保旦参議院議員であった。参議院選挙で大勝した直後の1989年秋の消費税国会で、消費税の引き上げに対して反対の先頭に立ち、「影の財務大臣」と言われ、消費税の引き上げに対しては当然のことながら反対の立場に立たれるのではないか、と言われていた。
久保書記長から何の指示もない中で、自社さ連立与党税制改革協議会メンバーとして消費税引き上げを決定へ
ところが、久保書記長からはわれわれ与党協議会に参加したメンバーに対して、何の指示もなく、結果として消費税を３%から５%へと引き上げ、うち1%を地方消費税にすることで決着がついたのだ。
まさか、社会党が消費税の引き上げに賛成するとは思わなかった、という声がよく聞かれたのだが、その時、「村山さんを総理大臣に出している政党として、責任を持たねばならなかったからだ」という答えが良く聞かれたし、自分もやはりそうしか考えられないと思ってきた。しかし、藤井さんの証言によって、事前に久保書記長も小沢一郎氏から根回しがされていて、国民福祉税７%に強く反対してこなかったのではないか、あるいは反対はしつつも、連立政権から離脱してまで反対を貫くという強硬な姿勢ではなかったのではないか、と思い始めている。
久保書記長、国民福祉税潰しへの「贖罪」意識があったのか?!
それが故に、自社さ政権になった時に、消費税の引き上げには、一度は容認に近い立場を取っておきながら、結果として国民福祉税反対の最前線に立たざるを得なかったことへの「贖罪」から、村山政権の下では賛成せざるを得なかったのではないか、と思える。これはあくまでも私自身の「妄想」なのかもしれないのだが、細川総理の回想録にも、連立与党の代表者会議での内々の了解を取っていたことを銘記されている。つまり、小沢一郎氏だけの暴走ではなかったことになるのだ。とはいえ、小沢氏のやり方は、お世辞にも民主的な手続きを取る人ではないだけに、社会党がついてこなければ来ないで構わない、ということだったのかもしれないのだ。
とはいえ、もう久保旦氏は鬼籍に入られており、残念ながらそのあたりの真相を知る者はほとんどいない。村山委員長の記録を読んでも、このあたりの機微に触れた記述はない。ここは、小沢一郎氏や公明党の市川雄一元幹事長、米沢隆元民社党書記長ら、当時の連立政権を実質的に動かしていた関係者に聞く以外にないのかもしれない。
　それにしても、社会党がなぜ簡単に消費税の引き上げに賛成していくようになったのか、それは確かに一つの謎なのだが、私なりに藤井証言から改めて読み解いてみたのだが、そこまでは読み切れないのかもしれない。
  年金問題、何が問題か(その3)
　今年の年金の「財政検証」、年金制度は持続可能なのか、否か
　さて、年金問題に移ろう。前号までに読者の皆様からメールで寄せられた疑問点として、今回の財政検証は、結果として「100年安心」と言っていたこととは裏腹に年金制度は破綻しつつある、ということが重要なのではないか、という指摘がなされていた。果たして、今の年金制度は今後どうなっていくのか、一番重要な論点から外れていたことをお詫びしつつ、今回はその点について検討してみたい。
　先ず、「100年安心」というキャッチフレーズは、2004年改革に際して当時(2003年総選挙の時)の公明党が坂口厚労大臣を送り出していたことから提起されていたもので、政府が決めたものではない。何もしないで「100年安心」になるのではなく、100年後でも1年分の積立金が残せるように、今後の5年に一度実施される財政検証で人口の推移や経済の変化、とりわけ賃金や物価や金利の上昇率などを予測しながら、年金の所得代替率を夫婦(片方が専業主婦)というモデルで、65歳の時点で50%を確保できるよう設計し続けていくというものである。
 マクロ経済スライド、制度は良く出来ても、デフレでは動かせない
その際、2004年改正でマクロ経済スライド制を導入し、物価上昇率から0.9%分は年金支給額には跳ね返らせないこととし、所得代替率が59%に達していた2004年の水準から2009年には57%に低下することを狙っていた。これは、少子化による年金保険料を納める側の人口の低下と高齢化による年金受給者の増大に対応できるために、年金生活者の年金収入水準を低下させるもので、順調に経済が推移し、本来であれば既裁定年金に初めてメスを入れ、年金制度を破綻させない仕組みとして高く評価すべきものだと言えたのである。
　ところが、日本経済はデフレにより賃金や物価がマイナスになることにより、マクロ経済スライドが全く効果を発揮できなくなり、年金水準は高止まりとなり、現役労働者の平均賃金水準は低下したことにより、所得代替率が何と今時点で約62%へと上昇してしまったのだ。
デフレでもマクロ経済スライドの適用を、厳しい現実だが不可避
この結果を受け、デフレ下でもマクロ経済スライドを適用すべきではないのか、という声が強まってきており、今後はその方向が打ち出されようとしているものの、今の段階でマクロ経済スライドを適用すれば基礎年金(国民年金)については、2040年には約30%近く減額されるのに対して、厚生年金の報酬比例部分は5%程度の減額にとどまり、国民年金だけで生活を余儀なくされる方たちへの影響が甚大になることは必至である。
果たして、安倍内閣が0.9%以下の消費者物価の上昇率でもマクロ経済スライドを実際に適用できるかどうか、政治的にはまことに厳しい。たとえば、現役労働者が1%の賃上げがあったのに、物価が0.5%しか上昇しない場合、年金の絶対額は0.4%減額される。それを我慢させられるかどうか、という問題なのだ。もちろん、我慢すべきであることは言うまでもない。
アベノミクスが上手くいかなければ所得代替率５０％以下へ
　今回の財政検証の結果については、多くの識者から経済的な前提条件である経済成長率(全要素生産性の伸び率)や物価や賃金、運用利回りなどの上昇率が実績から見て高すぎるのではないか、という批判も出されている。ただ、高齢者や女性の労働市場への参加率がアベノミクスの想定通りうまくいくケースA~Eと、うまくいかないF~Hに分け、それらがもたらす将来の結果についての価値判断は避け、政治家・国民がどう判断するかに委ねている。ケースA~Eについては、マクロ経済スライドが終わる2043~44年時点において、従来モデルでは所得代替率は50%をクリアーできるのだが、F~Hの場合には2036~50年の間に所得代替率は50%を切り、それを維持するためには基礎年金国庫負担率の引き上げなど、何らかの法改正が必要になる、という物であった。

　この財政検証には、オプションが付け加えられており、先に述べた物価が0.9%以上上がらなくてもマクロ経済スライドを適用する考え方については、その方向性を打ち出す以外になく、安倍政権としても時期は別にして打ち出していかざるを得ない課題であろう。その際、所得代替率が50%という目標値からあまりにも低下し、老後の生活が維持できなくなる場合、現役労働者の生活水準と対比しつつ、基礎年金の税負担率の引き上げなどが考えられてしかるべきだろう。もちろん、その財源は税に頼るしかない。
　パート労働者の厚生年金適用の拡大こそ重要に
　もう一つのオプションは、パート労働者の厚生年金への加入の促進であり、将来受け取れる年金水準も増え、老後生活の安定化に貢献すると同時に、国民年金の１号被保険者の場合、家庭の主婦は年金保険料を支払う必要があるのに、いわゆるサラリーマンの妻である3号保険者の場合、パートの賃金額が１３０万円までは保険料を納めることなく国民年金分を受けることが可能になっているわけで、まことに不公平な制度になっている。保険料が天引きされることにより、基本的に未納が防げることにも通ずるわけで、是非とも改革を進めて欲しい点なのだが、企業側は保険料負担の増大を理由に拒否反応が強い。また、パート労働者側にも、当座の負担が増えるために反対しがちになりやすい。是非とも、このような改革を進めて年金制度の持続可能性を強化していくべきだ。
　保険料率固定化の下、支給開始年齢の引き上げだけでは年金財政には何の影響もない
　良く、支給開始年齢を引き上げ、65歳から70歳へと引き上げたらどうか、という議論が展開されることがあるが、2017年からは年金保険料が国民年金で月額16,900円、厚生年金保険料率が18.3%で固定される。ということは、単なる支給年齢の引き上げだけでは、短い期間で受け取る年金支給金額の引き上げになってしまうわけで、実際の年金財政の持続可能性の強化に繋がるような引き上げ期間の延長にならなければ効果が無いことも良く理解しておく必要がある点である。つまり今後の改革が、実質保険料の引き上げに繋がらなければならない。それは、2004年改革で約束したことを変えていくことになるだけに、政治的にはなかなか大変ではある。
　かくして、どんな場合でもマクロ経済スライドを実施することや、パートタイマーなど被用者を厚生年金適用者として拡大していくことなど、政策面での努力如何によれば高齢化のピークとなる2040年頃でも、夫婦のうち一人は専業主婦というモデル年金で、所得代替率50%を確保していくことは可能であることを、今回の財政検証は示していると言えよう。良く考えられた制度は、なかなか簡単には破綻しないものである。
　今回も、なかなか複雑なものを文章だけで説明しようとしているため、小生の能力不足もあり、理解しにくい点があると思われる。また、引き続き年金まわりについて検討していきたい。
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